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｢定数内臨時講師は正規に任用すべき｣

総務省は、「臨時・非常勤職員及び任期付短時

間勤務職員の任用等について」（総行公第26号

平成21年4月24日付）の中で、臨時的任用職員につ

いて「特にフルタイムの臨時的任用を繰り返すこ

とによって、事実上任期の定めのない常勤職員と

同様の勤務形態を適用させるようなことは避ける

べきである」としています。この意味について、

総務省の担当者は「１年たてば必ず任用を切らな

ければならないということではなく、長期にわたっ

て職が存在するのであれば、正規に任用すべきと

いうこと」と説明しました。

｢『空白の１日』・人を替えることに
は意味がない」

臨時講師などについては、地方公務員法で任用

期間が「１年を超えない」とされていることから、

現在兵庫県では、継続して任用する場合、年度間

に「空白の１日」を置いたり、１～２年で機械的

に任用校を変えるなどの運用を行っています。

総務省の担当者は、やむを得ず継続的に任用す

る場合について「『空白の１日』を置くことは形

式的であり意味がない。好ましくないことに変わ

りはないし、逆に『空白の１日』を置かない運用

はあり得る」という認識を示しました。

また「臨時的任用の『職』が長期にわたって存

在していることが問題なのであって、人を替える

ことには意味がない」としました。

県教委は直ちに「空白の１日」と
同一校勤務の制限を廃止せよ

「空白の１日」が置かれているために、臨時講

師は、失業した際に支給される「失業者の退職手

当」の受給資格が奪われたり、４月の住居手当が

出ないなど、重大な不利益を被っています。また、

県教委が、臨時講師の同一校勤務に制限をつけて

いることで、臨時講師の計画的な教育活動や学校

教育活動の継続性に重大な困難が生じています。

総務省が、臨時教職員にも学校にも大きな負担を

かけているこれらの形式的運用に意味がないとい

う認識を示したことが重要です。

元臨時講師に、支給済みの失業給付
の返還を要請する理不尽！
－厚労省が開き直り

兵庫県では、2007年の条例改正により「空白の

１日」のある臨時講師が「失業者の退職手当」を

受給できなくなりました。県はそのかわりに雇用

保険をかける措置をとり、兵庫労働局も受理をし

ていました。しかし厚労省が、雇用保険をかけた

ことは運用上の誤りであると指導し、昨年４月に

失業して雇用保険の失業給付（約50万円）を受給

した約50人の元臨時講師に、その返還を要請する

という理不尽な事態が発生しています。

これについて厚労省の担当者は「厚生労働省の

取扱は一貫していて、正しいと認識している」と

し、失業者に最後の命綱である失業給付の返還を

求めることについても「救済措置はとれない」と

開き直りました。

高教組も宮本議員も、これには厳しく抗議しま

した。高教組は、撤回をめざして引き続き取り組

みます。

スクールバス添乗業務の民間委託
厚労省の担当者「請負になじまない」

県教委が特別支援学校のスクールバス添乗業務

の民間委託を進めていることに対して、現場の介

助員さん２人が「様々な障害を持ち、日々状況が

変わる児童・生徒の安全を守るためには、バスに

乗車する介助員と学校との『密接な連携』は不可

欠。業者に丸投げする民間委託では安全は守れな

い」と、現場の実情を訴えました。

それに対して、文科省の担当者は、「民間委託

の実施にあたっては、生徒の安全が確保できるこ

とが大前提」としました。

高教組が「民間委託されたスクールバス添乗業

務の偽装請負の実態に対して『適法な請負』にさ

れたのでは安全は守れない。『請負になじまない』

という判断が必要」と指摘したことに対して、厚

労省の担当者は「一般論だが、今の話しを聞く限

りでは、個人的には、請負になじまないと思う」

としました。

高教組は、１月25日、臨時教職員の任用・労働条件や失業給付の問題、特別支援

学校のスクールバス添乗業務の民間委託問題などについて、総務省、文科省、厚労
省と交渉を行いました。日本共産党国会議員団の協力により実現したもので、山下
芳生参議院議員、宮本岳志衆議院議員、堀内照文兵庫国政委員長が同席しました。

各省庁からは課長補佐などの担当者が出席。３時間半にわたって緊迫したやりとり
が行われました。教育現場からは２人の介助員さんが参加。「民間委託では児童・
生徒の安全が守れない」と現場の声を直接届けました。
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